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病　院 産　院 一般救護施設　＊ 計
13
51
64
6
4
10
22
182
204
41
237
278
質疑一八、委員ノ選任、解任、職務権限ハ如何二定メ
　ントスルヤ尚全国方面委員ガ先年来救護法実施二関
　シ猛烈ナル運動ヲ為シ遂二上奏請願二及ビタルガ如
　　　　　　　　　　＊　養老院育児院其ノ他〔を含む〕
　尚右〔上〕救護施設二収容スル本法二依ル要救護
者ハ六、七ご四人ナリ（別紙参照）
資料13　「救護施設ノ費用、埋葬費及分娩料＝関スル調」（社会局）
　　　　1．本資料13は、社会局r昭和六年度救護費予算参考書』（綴）（資料11の①）中の目次Na16「救護施設ノ
　　　　　費用、埋葬費及分娩料二関スル調」の全文である。内容からすると、昭5夏頃までにまとめられたもの
　　　　　と思われる。
　　　　2．原資料は、謄写印刷、B5判、16頁のものである。いずれも、縦書き（漢数字）の表であるが、横書
　　　　　き（洋数字）に直した。
〔表紙〕
　　救護施設ノ費用、埋葬費及分娩料二関スル調
〔本文〕
病院（昭和三年度ノ決算二依ル）
地方已設名1生瀬医顯1事獺
厘　　　　厘　　　　厘
504　　　　　585　　　　　442
433　　　　333　　　　208
500　　430　　　？
546　　　　　640　　　　　420
産院（昭和三年度ノ決算二依ル）
地方已設名1生脚助麟1事搬
東　京 東京市設産院
目本赤十字社産院
賛育会本所産院
東京市築地病院
泉橋慈善病院
山口厚生病院
済生会支部病院
厘　　　　厘　　　　厘
450　　　　620　　　　250
654　　　　　802　　　　　665
452　　　　602　　　　241
東　京
大　阪
神奈川
平
平 均 519　　　　　675　　　　　385
均1496497357
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一般救護施設（昭和三年度決算二依ル） 行旅死亡人埋葬費一件当（昭和四年度ノ事実二依ル）
地方已設名1生瀬1事鵠備考
東　京
京　都
大　阪
兵　庫
神奈川
愛　知
東京市養育院
福　田　会
東京市養老院
聖ヒルダ養老院
平安義徳会孤児
　院
平安養育院
京都養老院
弘済会育児園
博　愛　社
大阪養老院
神戸養老院
神戸孤児院
神戸市立救護院
横浜孤児院
名古屋養老院
愛知育児院
名古屋養育院
地∋火剰土当備 考
厘　　　厘
298　　267
437　427＊（育児）
453　　245
230　　209
380　　235
308　　287
438　　174
235　　222
339　　224
173　　136
310　　299
299　　269
347　　225
370　　310
149　　85＊
318　　196
272　　143
東　　京
京　　都
大　　阪
神奈川
兵　　庫
愛　　知
円
14．94
16．00
10．43
7．71
7．60
円
11．19
7．53
19．12
11．　62
8．81
8．10
16．10
6．38
（市、郡平均）
（市、郡平均）
（市　　　部）
（郡　　　部）
（市、郡平均）
（市　　　部）
（郡　　　部）
（市、郡平均）
（育児） 平均1・・．34・・．・・
分娩料
（窮民救助）
均
地方i 分娩取扱料
東　　京
平 314　　229
備考　一、福田会及名古屋養老院ノ事務費ハ他ノ施設二比シ著シキ差ア
　　　ルヲ以テ計算外トシタリ
京　　都
大　　阪
神奈川
兵　　庫
愛　　知
東京市部産婆会
　　郡部産婆会
京都市産婆組合
大阪市産婆会
泉南郡産婆会
横浜市産婆会
川崎市産婆会
三浦郡産婆会
愛甲郡産婆会
神港助産婦会
名古屋市産婆会
西加茂郡産婆会
　円
20．00
10．　00以上20．00迄
15．00以上
15．00以上
10．00以上
10．00以上
10．00以上
5．00以上
7．00以上
15．00
5．00以上50．00迄
5．00以上50．00迄
平 均 10．　58
資料14　「救護法施行準備」（昭6．4．6）
　編者注＞1．　本資料14は、社会局の作成した「救護法施行準備」と題する文書（日付記載）である。この文書
　　　　　　は、資料5などと一緒に保存されているが、特定の綴文書中に収録されているものではなく、単独の
　　　　　　文書と思われる。
　　　　　2．原資料は、B5判の社会局用箋4枚にタイプ印書してある。原文は、縦書きである。表紙にあたる
　　　　　　ものはとくにない。
救護法施行準備（昭和六、四、六）
一、勅令要綱社会事業調査会議決
　　四月中旬社会事業調査会ヲ開キ嚢二同会特別委員
　会二於テ議決シタル救護法勅令案要綱ヲ決定スルコ
　ト
二、社会課長及六大都市社会局課長会議ノ開催
　　四月下旬道府県社会課長及六大都市社会局課長会
　議ヲ社会局二開催シ左記事項二関シ打合セヲ行フコ
ト
A　要救護者調査二関スル件
B　勅令案要綱二関スル件
C　方面委員ノ指導方法二関スル件
D　改正軍事救護法其ノ他二関スル件
三、方面委員及私設社会事業代表者意見聴取
　　社会課長会議後勅令及省令案二付社会局意見決定
　後五月中東京及関西地方二於テ方面委員及私設社会
　事業代表者ヲ招集シ勅令案要綱等二関シ意見ヲ聴取
一66一
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スルコト
　東京ハ中央社会事業協会二於テ関西ハ大阪府庁二
於テ主催スルコト
四、要救護者ノ調査
　　社会課長会議後（四月下旬）左記方法二依リ調査
　ヲ行フコト
　（イ）要救護者世帯調査票（院内、院外別）ヲ使用シ
　　調査セシムルコト
　（ロ）方面委員、市町村吏員等ヲシテ実地調査二当ラ
　　シムルコト
　◎市町村二於テハ右調査票ヲ取纏メ要救護老表ヲ
　　作製シ調査票ヲ添付シ府県へ進達セシムルコト
　←）府県二於テハ右ノ調査票及要救護老表ヲ審査シ
　　其ノ府県ノ要救護者表（市町村別及種類別）ヲ作
　　製シ之ヲ社会局へ提出セシムルコト
θ六月下旬社会局二於テ取纏メ調査ヲ完了スルコ
　　ト
五、勅令及省令ノ制定公布
　　勅令及省令二付テハ四月初旬ヨリ主務課二於テ立
　案中ナルガ五月末迄ニハ社会局ノ意見ヲ決定シ七月
　中ニハ制定公布ヲ為スコト
六、救護費予算編成
　　要救護者調査ノ結果二基キ昭和七年度救護費予算
　ヲ編成スルコト
七、方面委員訓練
　　方面委員ノ訓練二付テハ慶福会ヨリ中央社会事業
　協会二委託シ左ノ四ケ所二於テ救護法ヲ中心トシ講
　習会ヲ開催スルコト
　A　高知市　五月初旬
　B　金沢市　六月初旬
　C　札幌市　八月初旬
　D　名古屋市　十月初旬
　　尚道府県二於テ此ノ種講習会ヲ開催スル場合ニハ
　中央ヨリ出来得ル限リ講師ヲ派遣シテ委員ノ訓練二
　努ムルコト
八、地方長官会議及学務部長会議詳細指示
九、施行準備二伴フ人員ノ充実
　　九月中二人選、社会局官制改正等ノ諸般ノ準備ヲ
　終へ十．月上旬二決定発表ノコト
一〇、救護法関係講習会
　　府県及六大都市等ノ主任者ヲ中心トシテ十月上旬
　社会局二於テ講習会ヲ開催スルコト
一一A社会課長及六大都市社会局課長会議
　　勅令及省令制定発布後十一月下旬再ヒ道府県社会
　課長及六大都市社会局課長等ヲ招集シ救護法令施行
　二関スル協議ヲ為スコト
一67一
